
 
 
 
PRESS RELEASE（2023/04/24）                     

 
 
 
 
ポイント 

① 気候変動と⽣物多様性の損失に対して現在は⼗分な取り組みができていない。 
② 社会の関連性を明らかにし、持続可能な社会の実現に向けたロードマップを作成した。 
③ 地域からグローバルまで変⾰的な⼤胆な政策介⼊が緊急に必要。 

 
概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
  

 これまで経済成⻑を求める⼀⽅で⾒落とされてきた⾃然資本について、気候変動解決対応策と同時に
⽣物多様性の保全の両⽅に⽬を向けることが重要とされています。2021 年に発表された「⽣物多様性
と⽣態系サービスに関する政府間科学政策プラットフォーム（IPBES）」と「気候変動に関する政府間パ
ネル（IPCC）」 が共同で初めて発⾏した報告書（https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/topics/view/1686/）
の統括グループの最終成果物が、Science 誌で発表されました。九州⼤学都市研究センター⻑、⾺奈⽊
俊介 主幹教授（⼯学研究院教授）も統括代表執筆者として執筆しました。 
 本研究では、⽣物多様性を効果的に維持し、社会的なコベネフィットを公正に配分することに更に注
意を払いながら、損なわれたままの炭素や種の豊富な環境の保護を優先し、的を絞った修復プロジェク
トを実施する必要があることが指摘されています。そして、緊急に必要な⾏動として、1）野⼼的な排出
削減と適切な適応策を組み合わせること。2) 陸、海、淡⽔の表⾯積の平均 30〜50％を効果的に保護す
ること。3）資源利⽤や消費に関連しより公平なビジョンに基づいた政治・経済・社会制度（規範やルー
ルを含む）の構築。4）⾃然資産への公正かつ衡平なアクセスと利益を提⾔しました。 
 本研究成果は、2023 年 4 ⽉ 22 ⽇(⼟)午前 3 時（ロンドン時間：午後 7 時）に掲載されました。 
 

⾃然資本の増加が持続可能な社会に不可⽋ 
包括的な成⻑を⽬指すロードマップ提案 

【参考図】 
気候変動緩和や削減⾏動が⽣物多様性
の損失に及ぼす影響（上）、および⽣物
多様性の損失を緩和する⾏動が気候変
動緩和に及ぼす影響（下）。 
 
オレンジ線は負の効果、⻘線は正の効
果を表す。相互作⽤は時間の経過とと
もに変化し、閾値を超えると、正負を
問わず不測の事態を引き起こす可能性
がある。 



【研究の背景と経緯】 
富を⽀える⼈⼝資本、⼈的資本、⾃然資本の３つの資本のなかでも、⼈⼯資本の増加と⾃然資本の減

少が世界的に続いています 1）。⼈的資本と⾃然資本は経済の⽣産基盤に不可⽋な要素です 2）。 

⾃然資本の重要性の認識が⾼まるなか、2021 年 6 ⽉ 10 ⽇(⽊)、「⽣物多様性と⽣態系サー
ビスに関する政府間科学政策プラットフォーム（IPBES）」と「気候変動に関する政府間パネ
ル（IPCC）」 が初めて共同報告書を発⾏しました 3）。この報告書の統括チームは、気 候 変 動 と
⽣ 物 多 様 性 の 危 機 対 策 に お け る 意 思 決 定 に 科 学 的 根 拠 を も っ た 効 果 あ る 意 思
決 定 を 政 策 ⽴ 案 者 へ 提 ⾔ す る 論 ⽂ も 発 表 し て い ま す 4 ）。これまでも、激甚化している
気候変動、社会不安につながる⽣物多様性劣化には喫緊の対策が必要なことが報告されています。国連・
新国富報告書を受けて、アメリカ、中国、イギリスなど主要国で、国の⽬標にするだけでなく、企業へ
の報告義務を提案する議論が進んでいます。 
※引⽤ 

1) 国連, Inclusive Wealth Report, 
https://wedocs.unep.org/bitstream/handle/20.500.11822/26776/Inclusive_Wealth_ES.pdf?se
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報告書を発⾏, 2021, https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/topics/view/1686/ 

 4) 九州⼤学, 気候変動と⽣物多様性の危機対策 意思決定に科学的根拠を：政策⽴案者へ影響を与
え、効果のある意思決定へ, 2022, https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/researches/view/766/ 

 
【研究の内容と成果】 
 2030 年、2050 年に向けた⽣物多様性、気候、持続可能性に関する新たな世界⽬標は、気候変動や⽣
物多様性の損失への不⼗分な対応、政治的合意、⽬標達成への早いペースと⼗分な規模をもって具体的
に⾏動しない場合、失敗に終わる可能性が⾼いと考えられます。緊急に必要な⾏動は以下の通りです。  
 
1) 野⼼的な排出削減と適切な適応策を組み合わせる。 
2) 陸、海、淡⽔において、表⾯積の平均 30〜50％を効果的に保護する。これは、⼿つかずの⽣態系か

ら、⼈間と⽣態系が持続的に共存できる空間、そして都市で陸域や⽔域で⽣物多様性を保持できる
空間までカバーする。 

3) 共同責任、天然資源の持続可能で循環的な利⽤、過剰消費と廃棄の回避、地域およびグローバルにお
けるより公正な開発をビジョンとして、政治、経済、社会的制度の発展的パスウェイを構築する。 

4) 社会、集団、個⼈を問わず、⾃然資産への公正かつ平等なアクセスと利益を可能にし、⽣活の質を確
保する。 

 
これら、制度の変⾰や個⼈の⾏動変容を通じ、⼈間、⽣態系、地球の持続可能性を達成することがで

きます。 
 
 
 



【今後の展開】 
気候、⽣物多様性、社会的課題は相互に絡み合っていますが、それぞれ単独の問題として扱われてき

ました。陸上、淡⽔、海洋の⽣物圏を保全することは、気候変動の緩和、適応、⽣物多様性、⼈間の福
利と⽣活に資することになります。科学的な根拠を⽰し科学と政策が連携することで、⽣物多様性保全
と気候変動に強い社会を実現するための開発経路を特定することができると考えられます。 
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